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新旧対照表（契約書（案）） 

書類名 頁番号 新 旧 備考 

契約書

（案）【基

本契約書】 

2 

～ 

3 

【第 9 条「運搬業務」】 

1～2（略） 

3 運営・維持管理事業者は、運搬業務を実施するため

に必要な運搬事業者を自らの責任で確保し、運搬

事業者をして運搬業務を実施するための人員を確

保させなければならない。 

4 前項の運営・維持管理事業者の義務には、運搬事

業者について運搬業務委託契約上の義務違反又は

解除事由が発生し、本組合が運搬事業者による運

搬業務の遂行が困難と合理的に判断し運営・維持

管理事業者にその旨通知した場合において、運営・

維持管理事業者が、本組合が満足する代替企業を

適時に選定し、運搬業務委託契約上の運搬事業者

の義務を代替させる義務を含むものとする。また、

かかる場合、運営・維持管理事業者は、これに必要

な手続（運搬事業者をして代替企業に運搬業務委

託契約上の地位を承継させることを含むがこれに

限られない。）を行わなければならないものとす

る。 

5 前 2 項の運営・維持管理事業者の義務は、運営・

維持管理事業者の運営・維持管理業務委託契約上

の義務として構成されるものとし、かかる義務の

違反は、運営・維持管理業務委託契約の解除事由を

構成するものとする。 

6 運搬業務にかかる契約条件の詳細は、運搬業務委託

契約に定めるところによる。 

【第 9 条「運搬業務」】 

1～2（略） 

3 運営・維持管理事業者及び運搬事業者は、運搬業務

を実施するための人員を自らの責任で確保しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 運搬業務にかかる契約条件の詳細は、運搬業務委託

契約に定めるところによる。 

 

 

（変更） 

 

 

 

（追加） 

契約書

（案）【運

営・維持管

理業務委託

3 

～ 

4 

【第 11 条「大規模修繕工事への対応」】 

1（略） 

2 前項の規定にかかわらず、大規模修繕工事が必要

となった場合には、委託者は、実施要否について、

【第 11 条「大規模修繕工事への対応」】 

（略） 

 

 

 

（追加） 



2 

契約書】 受託者と協議のうえ決定する。なお、大規模修繕工

事を実施する場合には、委託者が別途発注するも

のとする。 

3 前項の大規模修繕工事の費用については、当該大

規模修繕工事が必要になったことについて責めに帰

すべき事由のある当事者が原則とし負担するものと

し、委託者が当該大規模修繕工事が必要になった経

緯や原因等を考慮の上、最終的に費用負担について

決定する。 

契約書

（案）【運

営・維持管

理業務委託

契約書】 

44 

【別紙 6「2（タ）インセンティブの考え方」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別紙 6「2（タ）インセンティブの考え方」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 
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書類名 頁番号 新 旧 備考 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

1 

【第 4 条「業務期間及び業務準備期間」】 

1（略） 

2 本業務の業務期間に先立つ業務準備期間（令和 8

年 1 月 4 日から同年 3 月 31 日まで）は、本業務を

実施するために必要な準備を行う期間とし、運搬

受託者は、契約図書に従い本業務の人員の確保及

び教育、訓練等を実施するものとする。また、運営・

維持管理受託者は運搬受託者が実施する本業務の

人員の確保及び教育、訓練等の遂行に必要な協力

を行う。 

 

第 4 条「業務期間及び業務準備期間」 

1（略） 

2 本業務の業務期間に先立つ業務準備期間（令和 8

年 1 月 4 日から同年 3 月 31 日まで）は、本業務を

実施するために必要な準備を行う期間とし、受託

者は、契約図書に従い本業務の人員の確保及び教

育、訓練等を実施するものとする。 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

2 

【第 7 条「事業実施計画書」】 

1 運営・維持管理受託者は、本契約締結後速やかに、

契約図書に従って、業務準備期間における業務準

備計画書を提出し、委託者の確認を受けるものと

し、委託者は、業務準備計画書について、運営・維

持管理受託者と協議のうえ、必要かつ合理的と認

めるときは、その補足、修正又は変更を求めること

ができる。この場合において、運営・維持管理受託

者は、かかる求めに応じ、業務準備計画書の補足、

修正又は変更を行い、速やかに、補足、修正又は変

更をした後の業務準備計画書を委託者に提出し、

その承諾を受けるものとする。 

2 運営・維持管理受託者は、業務開始予定日の 60 日

前までに、要求水準書等に定める［業務組織計画、

業務マニュアル、業務計画書、運搬計画その他要求

水準書等で定める書類］（全てを含めて以下「事業

実施計画書」という。）を作成し、委託者に提出し

その承諾を受けるものとする。委託者は、事業実施

計画書について、補足、修正又は変更が必要な箇所

を発見した場合には、その受領後 10 営業日以内に

【第 7 条「事業実施計画書」】 

1 受託者は、本契約締結後速やかに、契約図書に従

って、業務準備期間における業務準備計画書を提

出し、委託者の確認を受けるものとし、委託者は、

業務準備計画書について、受託者と協議のうえ、必

要かつ合理的と認めるときは、その補足、修正又は

変更を求めることができる。この場合において、受

託者は、かかる求めに応じ、業務準備計画書の補

足、修正又は変更を行い、速やかに、補足、修正又

は変更をした後の業務準備計画書を委託者に提出

し、その承諾を受けるものとする。 

 

2 受託者は、業務開始予定日の 60 日前までに、要

求水準書等に定める［業務組織計画、業務マニュア

ル、業務計画書、運搬計画その他要求水準書等で定

める書類］（全てを含めて以下「事業実施計画書」

という。）を作成し、委託者に提出しその承諾を受

けるものとする。委託者は、事業実施計画書につい

て、補足、修正又は変更が必要な箇所を発見した場

合には、その受領後 10 営業日以内に受託者に対し

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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運営・維持管理受託者に対し適宜指摘するものと

する。この場合において、運営・維持管理受託者は、

委託者と協議のうえ、当該指摘事項につき、事業実

施計画書の補足、修正又は変更を行うものとし、業

務開始予定日の 30 日前までに、補足、修正又は変

更をした後の事業実施計画書を委託者に提出し、

その承諾を受けるものとする。上記期間内に委託

者から指摘がない場合、運営・維持管理受託者は、

委託者に確認のうえ、さらに 5 営業日以内に指摘

がない場合、委託者の承諾を得たものとする。 

3 運営・維持管理受託者は、必要に応じ事業実施計

画書の改定を行い、委託者に提出し、その承諾を受

けなければならない（ただし、委託者の次年度予算

に影響する事項に関するものは毎事業年度の 9 月

末日までに提出するものとする。）。委託者及び運

営・維持管理受託者は、提出された事業実施計画書

に基づき本業務の実施方法について協議するもの

とする。この場合において、委託者は運搬受託者に

よる本業務の状況を確認し、必要に応じて事業実

施計画書を現状に即して補足、修正又は変更をす

るよう求めることができ、運営・維持管理受託者

は、かかる求めに応じ、事業実施計画書の補足、修

正又は変更を行うものとし、当該事業年度の 3 月

末日までに、補足、修正又は変更をした後の事業実

施計画書を委託者に提出し、その承諾を受けるも

のとする。 

4 委託者は、前 2 項に定める場合のほか、随時、運

搬受託者による本業務の実施状況を確認し、必要

に応じて事業実施計画書を現状に即して作成、補

足、修正又は変更をするよう求めることができ、運

営・維持管理受託者は、かかる求めに応じ、委託者

と協議のうえ、事業実施計画書の補足、修正又は変

適宜指摘するものとする。この場合において、受託

者は、委託者と協議のうえ、当該指摘事項につき、

事業実施計画書の補足、修正又は変更を行うもの

とし、業務開始予定日の 30 日前までに、補足、修

正又は変更をした後の事業実施計画書を委託者に

提出し、その承諾を受けるものとする。上記期間内

に委託者から指摘がない場合、受託者は、委託者に

確認のうえ、さらに 5 営業日以内に指摘がない場

合、委託者の承諾を得たものとする。 

 

3 受託者は、必要に応じ事業実施計画書の改定を行

い、委託者に提出し、その承諾を受けなければなら

ない（ただし、委託者の次年度予算に影響する事項

に関するものは毎事業年度の 9 月末日までに提出

するものとする。）。委託者及び受託者は、提出され

た事業実施計画書に基づき本業務の実施方法につ

いて協議するものとする。この場合において、委託

者は受託者による本業務の状況を確認し、必要に

応じて事業実施計画書を現状に即して補足、修正

又は変更をするよう求めることができ、受託者は、

かかる求めに応じ、事業実施計画書の補足、修正又

は変更を行うものとし、当該事業年度の 3 月末日

までに、補足、修正又は変更をした後の事業実施計

画書を委託者に提出し、その承諾を受けるものと

する。 

 

4 委託者は、前 2 項に定める場合のほか、随時、受

託者による本業務の実施状況を確認し、必要に応

じて事業実施計画書を現状に即して作成、補足、修

正又は変更をするよう求めることができ、受託者

は、かかる求めに応じ、委託者と協議のうえ、事業

実施計画書の補足、修正又は変更を行うものとし、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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更を行うものとし、速やかに、補足、修正又は変更

をした後の事業実施計画書を委託者に提出しその

承諾を受けなければならない。 

5 委託者は、ごみ処理施策の変更等の事由により、

本施設の一部の運転を業務期間内に停止する必要

がある場合その他本業務を中止する合理的な理由

がある場合には、運営・維持管理受託者にその旨を

通知し、協議のうえ、本業務を中止することできる

ものとする。この場合において、運営・維持管理受

託者は、当該変更により、事業実施計画書を作成、

修正し、又は変更するものとする。 

6 運搬受託者は、事業実施計画に基づき、本業務を

実施するものとする。また、前 5 項に規定する運

営・維持管理受託者の行為に必要な協力を行う。 

7（略） 

速やかに、補足、修正又は変更をした後の事業実施

計画書を委託者に提出しその承諾を受けなければ

ならない。 

5 委託者は、ごみ処理施策の変更等の事由により、

本施設の一部の運転を業務期間内に停止する必要

がある場合その他本業務を中止する合理的な理由

がある場合には、受託者にその旨を通知し、協議の

うえ、本業務を中止することできるものとする。こ

の場合において、受託者は、当該変更により、事業

実施計画書を作成、修正し、又は変更するものとす

る。 

6 運搬受託者は、事業実施計画に基づき、本業務を

実施するものとする。 

 

7（略）  

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

3 

【第 11 条「委託業務終了報告」】 

1 運営・維持管理受託者は、本業務について、契約

図書に従って、日報、月報及び年報、事業実施計画

書の実施状況の報告書、委託者が業務の確認を行

うために必要なデータの記録及び報告書（以下「実

績報告書」という。）の管理を行い、委託者に提出

するものとする。運搬受託者はこれに協力する。 

2 委託者は、実績報告書の内容について、運営・維

持管理受託者に説明を求めることができる。また、

委託者は、運営・維持管理受託者に対し、追加資料

の提出を求めることができるものとする。 

3 第 1 項の管理に当たり、委託者は自らの費用で、

自ら又は第三者に委託することにより、前 2 項の

定めにより運営・維持管理受託者から提出される

各種資料の記載事項の妥当性について検証するこ

とができるものとする。 

 

【第 11 条「委託業務終了報告」】 

1 受託者は、本業務について、契約図書に従って、

日報、月報及び年報、事業実施計画書の実施状況の

報告書、委託者が業務の確認を行うために必要な

データの記録及び報告書（以下「実績報告書」とい

う。）の管理を行い、委託者に提出するものとする。 

 

2 委託者は、実績報告書の内容について、受託者に

説明を求めることができる。また、委託者は、受託

者に対し、追加資料の提出を求めることができる

ものとする。 

3 第 1 項の管理に当たり、委託者は自らの費用で、

自ら又は第三者に委託することにより、前 2 項の

定めにより受託者から提出される各種資料の記載

事項の妥当性について検証することができるもの

とする。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

（追加） 
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書類名 頁番号 新 旧 備考 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

3 

【第 12 条「報酬・消費税・支払い」】 

1（略） 

2 委託者は、運営・維持管理受託者を通じて運搬受

託者に対し、別紙 3（委託料）に定めるとおり、

委託料を支払うものとする。 

【第 12 条「報酬・消費税・支払い」】 

1（略） 

2 委託者は、受託者に対し、別紙 3（委託料）に定

めるとおり、委託料を支払うものとする。 

 

 

（変更） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

4 

【第 15 条「損害賠償」】 

1 本業務に関連して、運営・維持管理受託者または

運搬受託者の責めに帰すべき事由により、委託者

に損害が生じた場合は、当該帰責者は委託者に対

して、自らの費用負担により、生じた損害を賠償す

る義務を負うものとする。 

2 （略）  

3 本業務に関連して、運営・維持管理受託者または

運搬受託者の責めに帰すべき事由により第三者に

損害が生じた場合、当該帰責者は当該第三者に対

して、自らの費用負担により、その損害を賠償する

義務を負うものとする。 

【第 15 条「損害賠償」】 

1 本業務に関連して、受託者の責めに帰すべき事由

により、委託者に損害が生じた場合は、受託者は委

託者に対して、自らの費用負担により、生じた損害

を賠償する義務を負うものとする。 

 

2 （略）  

3 本業務に関連して、受託者の責めに帰すべき事由

により第三者に損害が生じた場合、受託者は当該

第三者に対して、自らの費用負担により、その損害

を賠償する義務を負うものとする。 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

5 

【第 18 条「不可抗力によって発生した費用等の負

担」】 

1 運営・維持管理受託者は、不可抗力の発生に起因

して、損害・損失や増加費用が発生した場合、委託

者に通知する。 

2 委託者は前項の通知を受け取った場合、損害状況

の確認を行ったうえで委託者と運営・維持管理受

託者の協議を行い、不可抗力の判定並びに本契約

の変更、費用負担（費用負担の割合については、第

3 項に従う。）その他必要な措置を決定する。運搬

受託者はかかる協議に協力するものとし、運営・維

持管理受託者及び運搬受託者は委託者の決定に従

うものとする。 

3 不可抗力により発生した被害の復旧に要する費

【第 18 条「不可抗力によって発生した費用等の負

担」】 

1 受託者は、不可抗力の発生に起因して、損害・損

失や増加費用が発生した場合、委託者に通知する。 

 

2 委託者は前項の通知を受け取った場合、損害状況

の確認を行ったうえで委託者と受託者の協議を行

い、不可抗力の判定並びに本契約の変更、費用負担

（費用負担の割合については、第 3 項に従う。）そ

の他必要な措置を決定する。 

 

 

 

3 不可抗力により発生した被害の復旧に要する費

 

 

（追加） 

 

 

 

（追加） 
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用（受託者が付保する保険によりてん補された部

分を除く。）は、不可抗力発生に係る事業年度の委

託費（変動費。別紙 1 に記載の飛灰固化物及び不燃

物の運搬委託の予定数量により算出する。）の 100

分の 1 に至るまでは運営・維持管理受託者が当該

費用を負担するものとし、これを超える額につい

ては委託者が負担するものとする。 

用（受託者が付保する保険によりてん補された部

分を除く。）は、不可抗力発生に係る事業年度の委

託費（変動費。別紙 1 に記載の飛灰固化物及び不燃

物の運搬委託の予定数量により算出する。）の 100

分の 1 に至るまでは受託者が当該費用を負担する

ものとし、これを超える額については委託者が負

担するものとする。 

 

 

 

 

（追加） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

5 

【第 19 条「不可抗力による一部の業務遂行の免除」】 

1 （略）  

2 受託者が不可抗力により本業務の一部を遂行で

きなくなった場合、委託者は、運営・維持管理受託

者との協議のうえ、受託者が当該業務を遂行でき

なくなったことにより免れた費用相当分を委託料

から減額することができる。 

【第 19 条「不可抗力による一部の業務遂行の免除」】 

1 （略） 

2 受託者が不可抗力により本業務の一部を遂行で

きなくなった場合、委託者は、受託者との協議のう

え、受託者が当該業務を遂行できなくなったこと

により免れた費用相当分を委託料から減額するこ

とができる。 

 

 

 

（追加） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

5 

～ 

6 

【第 21 条「法令の変更」】 

1 法令の変更により本業務の委託内容を変更する

必要がある場合には、運営・維持管理受託者の求め

に応じて、委託者は、必要な範囲内において、当該

委託内容を変更することができる。この場合にお

いて、当該委託内容の変更が費用の増減を生じさ

せるときには、委託者及び運営・維持管理受託者

は、当該増加費用の負担及び支払方法又は増減を

反映した委託料の改定について、速やかに協議す

るものとする。 

2 当該法令の変更に係る変更後の法令の施行日ま

でに前項後段の規定による協議が調わない場合に

は、法令の変更により生じた合理的な増加費用及

び損害は、次の各号のいずれかに該当する場合に

は委託者が負担するものとし、それ以外の法令の

変更によるものについては運営・維持管理受託者

が負担するものとする。ただし、次条の規定に基づ

いて本契約を終了させる場合は、この限りでない。 

【第 21 条「法令の変更」】 

1 法令の変更により本業務の委託内容を変更する

必要がある場合には、受託者の求めに応じて、委託

者は、必要な範囲内において、当該委託内容を変更

することができる。この場合において、当該委託内

容の変更が費用の増減を生じさせるときには、委

託者及び受託者は、当該増加費用の負担及び支払

方法又は増減を反映した委託料の改定について、

速やかに協議するものとする。 

 

2 当該法令の変更に係る変更後の法令の施行日ま

でに前項後段の規定による協議が調わない場合に

は、法令の変更により生じた合理的な増加費用及

び損害は、次の各号のいずれかに該当する場合に

は委託者が負担するものとし、それ以外の法令の

変更によるものについては受託者が負担するもの

とする。ただし、次条の規定に基づいて本契約を終

了させる場合は、この限りでない。 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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(1)（略） 

(2)（略） 

3 前項の規定により委託者の負担を生じた場合に

おいて、1 回の法令の変更に係る増加費用及び損害

額が一事業年度当たり 20 万円未満のときは、当該

増加費用及び損害は生じなかったものとみなす。

また委託者に増加費用の負担が生じたときには、

委託料の改定により精算するものとし、その詳細

は委託者及び運営・維持管理受託者が協議して定

めるものとする。 

(1)（略） 

(2)（略） 

3 前項の規定により委託者の負担を生じた場合に

おいて、1 回の法令の変更に係る増加費用及び損害

額が一事業年度当たり 20 万円未満のときは、当該

増加費用及び損害は生じなかったものとみなす。

また委託者に増加費用の負担が生じたときには、

委託料の改定により精算するものとし、その詳細

は委託者及び受託者が協議して定めるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

6 

【第 22 条「法令の変更による解除」】 

法令の変更により、本事業の継続が不可能となっ

たとき又は本業務の継続に過分の費用を要するとき

で、かつ、当該法令の変更から 60 日以内に当事者間

の協議により本契約が変更されないときは、委託者

又は運営・維持管理受託者は、本契約を解除すること

ができるものとする。 

【第 22 条「法令の変更による解除」】 

法令の変更により、本事業の継続が不可能となっ

たとき又は本業務の継続に過分の費用を要するとき

で、かつ、当該法令の変更から 60 日以内に当事者間

の協議により本契約が変更されないときは、委託者

又は受託者は、本契約を解除することができるもの

とする。 

 

 

 

 

 

（追加） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

6 

【第 25 条「契約解除に伴う違約金」】 

前条の規定（ただし、前条 7 号の事由による契約

解除の場合を除く。）に基づき本契約が解除された場

合は、運営・維持管理受託者は委託者に対し事業期間

にわたる契約金額に100分の 10を乗じた違約金を支

払うものとする。 

【第 25 条「契約解除に伴う違約金」】 

前条の規定（ただし、前条 7 号の事由による契約

解除の場合を除く。）に基づき本契約が解除された場

合は、受託者は委託者に対し連帯して事業期間にわ

たる契約金額に100分の 10を乗じた違約金を支払う

ものとする。 

 

 

 

（追加） 

（削除） 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

6 

【第 26 条「受託者による契約解除」】 

運営・維持管理受託者は、次のいずれかの事由に該

当する場合は、委託者に対する書面による通知によ

り直ちに本契約を解除することができる。 

(1)（略） 

(2)（略） 

(3)委託者がその責めに帰すべき事由により、本契

約上の委託者の義務を履行せず、（前各号に掲げ

る場合を除く。）、運営・維持管理受託者が 60 日

【第 26 条「受託者による契約解除」】 

受託者は、次のいずれかの事由に該当する場合は、

委託者に対する書面による通知により直ちに本契約

を解除することができる。 

(1)（略） 

(2)（略）  

(3)委託者がその責めに帰すべき事由により、本契

約上の委託者の義務を履行せず、（前各号に掲げ

る場合を除く。）、受託者が 60 日以上の当該不履

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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以上の当該不履行を解消するのに合理的に必要

な期間を設けて催告を行ったにもかかわらず、

当該不履行が解消されないとき 

行を解消するのに合理的に必要な期間を設けて

催告を行ったにもかかわらず、当該不履行が解

消されないとき 

 

契約書

（案）【運

搬業務委託

契約書】 

7 

【第 27 条「契約解除後の措置」】 

委託者又は運営・維持管理受託者が第 24 条又は第

26 条により本契約を解除した場合に、本契約に基づ

いて受託者が委託者から引き渡しを受けた一般廃棄

物において、処理が未だに完了していないものがあ

るときは、委託者及び受託者は、次の措置を講じなけ

ればならない。 

(1)（略） 

(2)第 26 条に基づき運営・維持管理受託者が解除

した場合 

受託者は、委託者に対し、受託者のもとにある

未処理の一般廃棄物を委託者の費用をもって当

該一般廃棄物を引き取ることを要求し、もしく

は受託者自ら委託者方に運搬した上、委託者に

対し当該運搬の費用を請求することができる。 

【第 27 条「契約解除後の措置」】 

委託者又は受託者が第 24 条又は第 26 条により本

契約を解除した場合に、本契約に基づいて受託者が

委託者から引き渡しを受けた一般廃棄物において、

処理が未だに完了していないものがあるときは、委

託者及び受託者は、次の措置を講じなければならな

い。 

(1)（略） 

(2)第 26 条に基づき受託者が解除した場合 

受託者は、委託者に対し、受託者のもとにある

未処理の一般廃棄物を委託者の費用をもって当

該一般廃棄物を引き取ることを要求し、もしく

は受託者自ら委託者方に運搬した上、委託者に

対し当該運搬の費用を請求することができる。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 


